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10 月からインボイス制度が始まります。インボイス発行事業者になると、免税事業者もその時点か

ら課税事業者に変わり、これまでのように消費税が免除されません。そして事務処理面では、面倒

な消費税の計算が生じることに……。この事務負担の軽減策となるのが、「簡易課税制度」です。 
 

簡易課税制度＝納税額を簡単に計算できる制度 

消費税の納税額の計算方法は２つあります。「本則課税」と「簡易課税」です。原則は「本則課税」で

すが、一定の要件を満たす中小事業者※ならば、「簡易課税」を選ぶことができます。 

※簡易課税は、基準期間（前々年・前々年度）の課税売上高が 5,000 万円以下の事業者が適用できます。原則、事前の届出が必要です。 

本則課税 実際の取引をもとに、納めるべき消費税額を正確に計算する方法 

※分かりやすく表現するために、算式は簡略化しています。 

                          －                        ＝ 

 

 
まず預かり分の消費税を   支払分の消費税も 

記録して集計して……   全部やるのか…… 

 

本則課税は、預かりと支払の両方について消費税額を把握しなければなりません。 

取引が増えるほど事務処理は煩雑となります。インボイス制度が始まれば、インボイスの保存が必要です。 

 

簡易課税 支払った消費税額の記録や計算を省略し、簡便的に納税額を計算する方法 

※分かりやすく表現するために、算式は簡略化しています。 

                          －                        ＝ 

 

まずは          支払分の消費税は 

預かり分の消費税を         下の算式で計算するだけ！ 

記録して集計して……        簡単！！ 

★ 仕入控除税額 ＝ 
お客様からお預かりした消費税 

（売上時に上乗せした消費税額） 
× みなし仕入率 

 

簡易課税は、預かりの消費税額に一定の率を乗じて支払の消費税額（仕入控除税額）とするため、支払分

の消費税額を把握する必要がありません。そのため、支払関係のインボイスの保存が不要です。 
 

原則 

お客様からお預かりした消費税額 

（売上時に上乗せした消費税額） 

仕入先に支払った消費税額 

（支払額に含まれる消費税額） 

納める 

消費税額 

お客様からお預かりした消費税額 

（売上時に上乗せした消費税額） 
仕入控除税額 ★ 

納める 

消費税額 
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みなし仕入率は、業種ごとに定められています 

簡易課税の計算で用いる「みなし仕入率」は、業種によって次の 6 パターンに定められています。 

 

事業区分 主な該当事業 みなし仕入率  
納める 

消費税額 

第 1 種事業 卸売業 90％ ➡ 10％ 

第 2 種事業 小売業、農林漁業（飲食料品の譲渡） 80％ ➡ 20％ 

第 3 種事業 
農林漁業（第 2 種事業該当分を除く）、製造業、建設業

など（加工賃等を対価とする場合は第 4 種事業） 
70％ ➡ 30％ 

第 4 種事業 飲食店業など、他の事業区分に分類されない事業 60％ ➡ 40％ 

第 5 種事業 運輸通信業、金融・保険業、サービス業（飲食店業以外） 50％ ➡ 50％ 

第 6 種事業 不動産業 40％ ➡ 60％ 

みなし仕入率は、「この事業であれば、売上に対して費用はおおよそこれぐらいだろう」と予想して定めら

れた率ですので、原価割合が大きいと考えられる業種には、高い率が設定されています。 

例えば卸売業（みなし仕入率 90％）では、預かっている消費税額の 10％を納めることになります。 

なお、いずれの事業に該当するかは、原則として、その事業者が行う取引ごとに判定します。 

 

簡易課税制度のメリットとデメリット 

簡易課税制度を利用することの主なメリット・デメリットについて、以下に挙げました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

本則課税と簡易課税、どちらが有利かは事業者により異なります。お気軽にご相談ください。 

なお、令和５年度税制改正により、免税事業者がインボイス発行事業者となった場合に、最長約 3 年間、納

める消費税額を預かりの消費税額の 20％にできる特例が設けられます。届出不要で、本則課税・簡易課

税とも申告時に特例の選択適用ができます。簡易課税は第 1 種事業を除き、この特例の適用が有利です。 

 計算が楽な上、支払関係のインボイスの保

存が不要のため、事務処理負担が軽減 

 次の場合、節税効果が期待できる 

 実際の仕入率＜みなし仕入率 

 消費税の対象外の経費が多い 

 仕入や経費の支払いがほとんどない 

 売上が予測できれば納税額も予測できるの

で、早めに資金繰り対策ができる 

 複数の業種にまたがる事業者で

は、事務処理が増える場合がある 

 実際の仕入率＞みなし仕入率なら

ば、税負担が増えてしまう 

 還付を受けられないので、大きな

設備投資がある場合などは不利 

 2 年間の継続適用が必要 

白川浩平税理士事務所


